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 公認団体代表 各位 

大阪公立大学教育後援会 

会長 辻  洋 

 

2025年度大阪公立大学教育後援会によるクラブ・サークル支援事業の実施について 

（通知） 

 

 標題について、別添に示す交付金支給基準に基づき支援事業を実施します。 

 支援を希望する団体は、別紙「2025 年度クラブ・サークル支援の手続き及び交付金支給

基準」を確認し、下記のとおり申請してください。申請内容をもとに、交付金限度額を決定

のうえ、各団体宛に通知します。 

 なお、交付金限度額の算定基準には、各クラブ・サークル部員の教育後援会加入者数が条

件の一つとなっていますので、未加入部員への加入促進を積極的に行ってください。部員の

加入有無の確認が必要な場合は、事務局までお問合せください。 

 

１ 対象団体 

公認団体（登録団体は対象外） 

 

２ 申請手続き 

(1) 提出書類 

下記書類をメールにて申請してください。 

① 2025年度クラブ・サークル支援申請書 

② 2025年度 9月 1日時点の部員名簿（指定様式）    

 ※部員名簿には、本学学生のみ記載してください。9月 1日までに部員名簿が 

  確定している場合はその時点の名簿でも可。 

③ 口座振替依頼書および通帳のコピー 

 

(2) 提出期限 

2025年９月１２日（金）【締切厳守】 

 

３ 提出先：問合せ先 

大阪公立大学教育後援会 club-shien@omu-esa.org  

   電話 06-6605-3420  

 

４ 留意事項 

① 申請にあたっては、別紙「2025年度クラブ・サークル支援の手続き及び交付金支給基

準」を確認してください。 

② 期限を過ぎて提出された場合は受付できません。余裕を持って手続きしてください。 

 



 

（別紙） 

大阪公立大学教育後援会支援事業 

2025年度クラブ・サークル支援の手続き及び交付金支給基準 

 

１ 目的 

学生スポーツ活動や文化活動等を活発に行い、かつ公認団体として認可を受けている

課外活動団体を対象に、その活動を支援するための交付金を支給することにより、更なる

課外活動の活性化と大学の発展を期することを目的とする。 

 

２ 支援交付金 

教育後援会における当該年度予算額並びに申請団体数、各団体の構成員、教育後援会会

員及び各団体における活動費等をもとに決定された交付金を支給する。 

 

３ 申請手続き、活動報告 

（１）事業実施通知に基づき、必要な書類（支援申請書、部員名簿、口座情報）について、

締切り期限（9月 12日）を厳守のうえ教育後援会にメールにて提出する。    

（２）教育後援会は、申請書類等を基に、交付限度額を決定し、各団体に通知する。(10月

22日予定) 

（３）各団体は、通知された交付限度額を念頭に、以下示す交付金の対象となる活動費の執

行及び領収書等の保存に努める。 

（４）各団体は、（２）の通知において指定する期日（1月 16日予定）を厳守のうえ、交付

限度額を超過した時点で順次、活動にかかる実績報告書を教育後援会にメールにて提

出する。 

（５）提出された活動実績報告等に基づき、教育後援会は、当初示した交付金限度額の範囲

内の交付金を決定し、各団体の指定口座に振り込む。  

 

４ 交付金の対象となる活動費 

  2025年 1月１日から 2025年 12月 31日までの期間に支払いを行った以下の課外活動団

体の活動に直接必要な経費とする。 

 ① 活動に直接必要である備品・器具等の購入費（個人使用に供するものは対象外） 

 ② 連盟等登録費、選手登録費 

 ③ 団体の強化育成に要する経費（強化合宿費、指導者・講師の招へい費等） 

 ④ 公式試合、公演等に要する遠征経費（宿泊費・交通費等）＊顧問も含む 

 ⑤ 活動成果の発表等に要する経費（会場使用料、印刷製本費等） 

 ⑥ 各種ボランティア活動を目的とする学生団体の活動に要する経費の補助 

 ⑦ その他、団体の活動推進のために必要となる経費 

 ※ 原則として飲食に関する経費は不可とする。 

  

５ 注意事項等 

① 提出した領収書等の原本は 1年間、団体内で保管しておくこと。後日提出を求める



 

場合がある。 

② 申請、報告が期日までになかった場合は、交付金は支給しない。 

③ 大学経費で全額または一部を支援しているものは対象外とする。 

④ 収入及び費用分担があるときは 

ⅰ）他大学との合同開催、ジョイントコンサート等で、費用を応分負担している場合

は、その負担分を対象とする。 

ⅱ）チケット販売等収入がある場合は、その収入分を差し引いた額を対象とする。 

⑤ 商品券やポイントを利用して支払った場合は、その額を差し引いた額を対象とす

る。 

⑥ 支援の対象に採択されなかった申請物品等の根拠書類に不備があった場合は、当該

不備の連絡は行わない。 

 


